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研究成果の概要（和文）：マーケティング分析で多用される製品ライフサイクル論にて衰退期に該当する工芸農
作物３品目（養蚕・コンニャクイモ・緑茶）を対象に，直面する市場競争環境，産地の構造，技術動向を再検討
し，需要の再生と生産基盤の回復をもたらす戦略を分析した。産地の生産基盤を回復するために新規参入者を含
む人材育成が重要であることを明らかにした。市場開拓のためには，新機能や伝統的価値に注目する海外市場へ
向けた輸出を進行することも重要であることを指摘した。シルク製品については，原料の繭・生糸生産から最終
製品までのサプライチェーンに関わる全行程の企業が参画した認証制度の有用性を検証した。

研究成果の概要（英文）：We investigated the strategies for regenerating demand and restoring the 
production basis of three industrial crops (silkworm, devil’s tang, and green tea) by reviewing the
 competitive market structure, structure of production areas, and technical development. Markets of 
target crops are under the diminishing stage of product lifecycle theory, which is often mentioned 
in the marketing analysis. To recover the production basis, enhancing human development, including 
newcomers, is vital. It is essential to boost exports to the overseas market to improve the new 
market, which evaluates the new function or the traditional value of products. As for silk products,
 we confirmed the partial usefulness of the permission system organized by firms at every stage of 
the supply chain, from silkworm/silk to final products.

研究分野： 農業経済学

キーワード： 工芸農作物　製品ライフサイクル論　衰退期　需要拡大

  ２版
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の成果は，衰退期にある一部の工芸農作物の製品特性を再評価し，市場価値を高め，その生産（原料だけ
でなく最終製品も含む）拡大を図るうえで示唆になる知見を多く含んでいる。例えば，衰退期の産地と製品工場
では規模縮小のため従来の生産者・担い手自身が減少しているため，産地の復活を図るには新規参入者の育成が
必要であることを明らかにした。また，埋もれていた製品特性や新機能の評価は海外の市場から発信されること
もあるため，輸出振興も重要な戦略となることを強調した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 マーケティング研究においてよく引用・活用されている「製品ライフサイクル論」は、製品の

需要の盛衰をライフサイクルにならって分類・区分するとともに、該当時期別にふさわしい適応

戦略を提示している。しかし同理論にて製品需要が減退する最終時期「衰退期」に対応する戦略

は、事業からの撤退が基本とされている(Kotler and Armstrong 2014)。撤退以外の戦略として

残存者利益など幾つかの戦略が例示されているが、事後説明的であり、他の時期に比べ戦略に関

する考察が希薄である。 

 工芸農作物は、代替品の出現や市場環境の激変に伴い、衰退期を迎え国内から消滅した作物も

少なくない。それでも一部の工芸農作物においては需要の回復、想定外の新用途の発見、あるい

は新市場開拓につながる技術開発が進んでいる。こうした動向を丁寧に比較考察すれば、未解明

である製品ライフサイクル論衰退期の需要再生戦略を具体的に示すとともに、工芸農作物の生

産基盤回復戦略も導くことが期待できる。 
 
２．研究の目的 
 工芸農作物が直面する市場環境、産地構造、技術動向を再検討し、衰退期農作物の需要再生と

生産基盤の回復を同時にもたらす戦略を見いだすことを目的とする。具体的には、以下の３つの

課題を分析する。 

(1)対象農作物の市場競争構造を再検討し、新需要の開拓余地があるかどうかを考察する。 

(2)対象農作物の市場開拓を促す技術開発および普及活動について、技術経営論の視点から考察

を行う。 

(3)衰退期農産物の生産基盤を回復しうる産地戦略を検討する。 
 
３．研究の方法 
(1)対象品目の選定 

 数ある工芸農作物の中から、日本国内でこれまで重要な経済的位置づけを占めてきた作物で、

かつ市場規模衰退の度合いの異なる作物として、養蚕（衰退著しく市場消滅の恐れあり）、コン

ニャクイモ（衰退が顕著だが一定の市場規模を維持）、緑茶（衰退しているが成熟期とも解釈で

きる）の３品目を選んだ。 

(2)対象農作物の市場競争構造分析 

 産地間競争の構造、代替品の動向、実需者の競争力について品目毎に分析するとともに、比較

考察を行った。 

(3)対象農作物の技術開発過程とその市場性の考察 

 研究機関等へのヒアリング調査を通じて、用途拡大や機能性再評価につながる新技術の開発

プロセスを、技術経営論の視点も加味して考察した。新技術の市場性についても評価した。 

(4)対象農作餅の生産基盤回復戦略の解明 

 生産者や産地の代表者へのヒアリング調査により、弱体化している産地基盤の現況を評価す

るとともに、今後生産を維持・拡大するために必要な戦略を解明した。特に埋もれた資源・人材

の活用方法について検討した。 

(5)対象農作物のプロモーション戦略の解明 

 (1)～(4)の分析で得られた知見を総括しながら、実需者に対し工芸農作物の有用性をプロモー

ションする手法を検討した。 



 
４．研究成果 

(1)対象３品目の直面する市場環境 

 統計資料などを参照し、３品目

の直面する市場環境を整理した

（表１）。ピーク時と比べた現在

の生産 指標の水準は、養蚕

0.007%、コンニャクイモ 41%、

緑茶 76%であり、衰退の度合いに

ついて品目間に大きな格差があ

る。また、どの品目も主産県への生産集中が進んでいる。そのため主産県の不作に伴う市場全体

の規模縮小リスクが高まっている。それでも新用途への期待や伝統的消費形態の再評価など、衰

退期の需要再生時に指摘される背景は観察される。技術開発については、３品目とも主に公的研

究機関により担われており、新機能に着目した萌芽的研究成果は一定数ある。実用化と低コスト

化が課題になっている。 

 

(2)対象品目に見られる新技術開発動向：養蚕およびコンニャクイモの場合 

 カイコの育種において、遺伝子組換え技術を用いた蛍光シルクカイコが作出され、カルタヘナ

法に基づく政府の手続きを経て 2021 年より農家による実用飼育もスタートした。ただし製品の

用途が舞台衣装という極めてニッチなものであるため、市場拡大効果もごく限定的といえる。施

設によるカイコ周年飼育とカイコからのタンパク質直接抽出を組み合わせた新技術も市場拡大

効果はそれほど期待できない（櫻井・椋田 2024）。 

 一方、コンニャクイモでは、群馬県により新品種みやままさりが育成された。同品種はそれま

での主流品種であったあかぎおおだまと比較して、耐病性に優れていることに加え、生子（種い

もに相当するもの）の形状が丸みを帯び、圃場での機械作業に適している。そのため規模拡大を

目指す意欲的経営体に採用され、近年急速に品種の更新が進んでいる。その結果、産地規模の維

持と生産の大規模化・効率化に貢献した。 

 

(3)公的機関による人材養成とその効果：養蚕および関連製品の場合 

 養蚕の主産県である群馬県では、県立研究機関が養蚕業への新規参入者を育成するプログラ

ムを 2016 年より実施している。毎年 20 名程度の受講者がある。プログラムは養蚕の基礎を学

ぶ段階と、養蚕農家での実習も組み合わせた実践段階に分かれている。これまでに 13 件の新規

参入事例が発生しており、衰退基調下にあっても最後の下支えをする人材の発掘に貢献してい

る。 

 また、愛媛県西予市では、同地に由来する「伊予生糸」の地理的商標（GI）登録をきっかけに

新規就農者を３名確保した。さらに市内のシルク博物館で染色等の製品づくり体験事業に取り

組むことで、県外より２名が市内に定住し、工芸的な絹製品づくりに従事している。 

 このように、衰退期にあっても農作物やその製品に関心を持つ人々は存在する。公的機関によ

りそうした人々を継続的に指導・体験することで、衰退期であっても生産を下支えする人材を育

成することは可能であることがわかった(櫻井・椋田 2024)。 

 

(4)純国産絹マークの運用にみる国産シルク製品の市場再生と課題 

表１：　対象工芸農作物をめぐる状況
養蚕

（危機的）
コンニャクイモ

（半減）
緑茶

（減少）
【生産の指標】 飼育農家数 収穫量 荒茶生産量
ピーク時指標 221万戸(1929) 12.6万t (1969) 10.2万ｔ　(1980)
現在の指標 146戸（2023) 5.2万t (2022)  7.7万t  (2022)
対ピーク時 0.007% 41.3% 75.5%

市場の 国産絹に一定の評価 伝統的消費も残存 抹茶用途拡大
新たな動向 輸出量増加
技術開発 GM蛍光カイコ作出 短期収穫品種 健康・機能性食品

動向 周年飼育でタンパク抽出 機能性食品



 シルク製品の需要は減少傾

向にある。特に国産繭・生糸を

利用した製品は製造業が急減

しているが、国産製品の伝統性

や希少性に対する再評価も生

まれている。そこで大日本蚕糸

会の管理下、国産原料を使用

し、繭・生糸の生産から最終製

品に至るまでの全工程を国内

企業で製造する製品に対し、

「純国産絹マーク」を付与する

許諾認証制度が2008年よりス

タートしている。同マークの許諾状況データ（許諾企業名、製品名、対象数量、生産履歴の内容

など）を集計し、市場への波及効果を分析した（図１）。新規許諾企業数は制度発足直後にピー

クを迎え、その後は減少している。一方、許諾製品数については、富岡製糸場をはじめとする歴

史遺産が世界遺産に登録された 2014 年に第二のピークを迎えている。この時期には新製品ない

し既存製品の追加登録があったことを示唆する。ただし 2020 年以降の製品許諾数は低迷してい

る。許諾された製品の産地を確認すると、原料繭生産では主産県群馬だけでなく様々な県の繭・

生糸が用いられており、非主産県にとって地域ブランドをアピールする仕組みになっているこ

とが示唆される。一方、製糸段階では許諾された企業は全国に４社しかなく、担い手が減少して

いることが危惧される。製品の種類を分類すると、近年は洋装製品のシェアが高まっている一方、

高級な伝統工芸品が属する「先染」や、その後和装ないし工芸の多様な用途に仕向けられる「白

生地」のシェアも維持されており、洋装化の傾向と和装ならではの伝統的利用が共存している。

全体としてマークを付した製品の需要自体は減少に歯止めがかかっていない。しかし国産素材

や伝統的製品を嗜好する実需者にとっては、サプライチェーンに関与する全工程の企業が一体

となって国産製品の品質と産地、由来を担保する本制度は，一定の貢献を果たしていることがわ

かった（櫻井・椋田 2024）。 

 

(5)輸出による市場拡大の動向と課題：こんにゃく製品を中心に 

 コンニャクイモを原料とする各種こんにゃく製品（板こんにゃく、しらたき等）は、近年、そ

の低カロリー性を評価され、輸出が伸張している。群馬県のコンニャク製造業者２社へのヒアリ

ング調査と提供データの集計に基づき、こんにゃく製品輸出マーケティングの戦略と課題を考

察した。 

 第一に、品質マネジメントに関する国際的な認証の取得が輸出を行うための必須条件になっ

ている。第二に、こんにゃく製品に期待されている低カロリー性など，健康志向にフィットする

製品を開発している。第三に，現段階では様々な流通チャネル先の需要に対応できる輸出アイテ

ムを開発する傾向にある。今後の課題としては，低カロリー性以外の健康への貢献（食物繊維な

ど）をアピールできるさらなる製品開発が求められている（田代・石塚 2023）。 

 なお，緑茶の輸出も増加傾向にある。主な輸出先はアメリカ，欧州諸国と台湾である。国・地

域により緑茶へのニーズも異なるが，最大の輸出先であるアメリカの場合，抹茶文化が紹介され

支持を集めているため，粉末茶への需要が高いことがわかった。 

 

図 1 
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